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業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要

１．業務の適正を確保するための体制

当社は、2006年５月23日開催の取締役会において会社法第362条及び会社法施行規

則第100条に基づき、業務の適正を確保するための体制整備に向けた基本方針を決定

し、直近では2015年４月24日開催の取締役会で一部改定を決議しております。その

内容は以下の通りであります。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

① 取締役を含む全社員が遵守すべき「コンプライアンス規程」並びに「企業倫

理憲章」及び「コンプライアンス行動規範」を定め、当該規程において法令等

の遵守が経営の最重要課題である旨を明記し、これに基づく具体的な行動準則

を規定します。さらに当社は健全な会社経営のため、反社会的勢力及び団体と

は決して関わりを持たず、不当な要求に対しては毅然とした対応を取ります。

② 代表取締役社長直轄の内部統制室において、「企業倫理憲章」及び「コンプ

ライアンス行動規範」の浸透を図り、取締役を含む全社員に対して、コンプラ

イアンスに関する研修を原則年１回以上行います。また、「内部監査規程」に

基づき、内部統制室が定期的に業務運営の状況を監査し、業務の合法性及び社

内規程の遵守状況を確認します。

③ 各取締役は、他の取締役の職務の執行に関し、取締役会における充分な審議

を通じて適切に監視監督義務を遂行します。

④ 監査役は、取締役の職務の執行が法令及び定款その他社内規程に適合するた

めの体制について、取締役が適切に運用、改善しているかについて監視・検証

し、必要に応じて助言又は勧告等を行います。

⑤ 法令・定款・社内規範等において疑義のある行為については、企業集団の役

職員等が直接情報提供を行う手段として、公益通報者保護法に基づく内部通報

窓口を内部統制室に設置・運営します。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 株主総会議事録、取締役会議事録及び稟議書等の取締役の業務執行に係る情

報を記載、記録した文書、電子媒体等については、「文書管理規程」に基づき

適切に保存・管理します。

② これらの情報の保存・管理状況については、内部統制室が定期的に確認を行

います。
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(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 当社では、事業活動に係るリスクについて、各部門で管理するとともに、

「リスク管理規程」に基づき代表取締役社長をリスク管理責任者として総合的

なリスク管理体制の維持・向上を図ります。

② 当社が認識するリスクを適切に管理し危険発生を防止するために「内部監査

規程」に基づき内部統制室が定期的に内部監査プログラムを実行し、その監査

結果は必要に応じて取締役会に報告します。

③ 上記の監査結果に基づき、取締役会は関連する社内規程の整備その他の対応

を行い、また、不測の事態が発生した場合に備え、迅速且つ組織的な対応によ

り被害を最小限に抑えるための体制を整えます。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役会による重要事項の意思決定に基づく業務執行につき、「職務権限規

程」に基づき、予め各取締役の権限及び責任の所在並びに執行方法の詳細を明

確化し、職務の執行の迅速化及び効率化を図ります。

② 各部門の業務執行を監督するため、月１回事業部長会を開催し、事業環境の

分析、売上高、利益計画の進捗状況のモニタリング、情報の共有化及び法令等

の遵守の徹底を図り、取締役会に付議すべき事項について事前協議ができる体

制とします。

③ 中期計画（３カ年）及び単年度利益計画の達成度により部門毎に業績を評価

する会議を四半期毎に開催し、取締役の職務の執行の効率性向上を促します。

(5) 企業集団における業務の適正を確保するための体制

① 当社は、子会社の取締役等及び使用人の業務の適正を確保するため、主管部

門としてグループ会社管理課を設置し、子会社の経営に関わる基本事項に関し

て統括的に管理・指導を行います。

② 当該部門は、子会社の取締役等及び使用人の業務執行について決裁ルールの

整備を行うほか、「グループ会社管理規程」に基づき、当社への事業内容の定

期的な報告及び重要案件についての事前協議の体制を構築します。また、子会

社に損失の危険が発生し、これを把握した場合には、直ちに発見された損失の

危険の内容、発生する損失の程度及び当社に対する影響等について、当社の取

締役会に報告される体制を整えます。

③ 当社は、子会社の自主性を尊重しつつ、効率的で効果的な経営が行われるこ

とを確保するために、子会社を含めた企業集団としての中期（３カ年）及び年

度事業計画等を定め、その共有を図り推進します。

④ 「内部監査規程」に基づき、当社の内部統制室が子会社の取締役等及び使用

人の業務の適正性につき定期的な内部監査を実行し、必要に応じてその結果を

当社の取締役会に報告します。
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(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項並びに当該使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対

する指示の実効性の確保に関する事項

① 監査役が補助使用人を置くことを求めた場合には、必要に応じて専任又は兼

任の補助使用人を置くこととします。

② 当該使用人の任命や異動等については、常勤監査役の同意を必要とし、補助

使用人の補助業務に関して取締役の指揮命令を受けないこととします。

(7) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に

関する体制並びにその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するため

の体制

① 常勤監査役は「会議体規程」に定める重要な会議に出席し、また、必要に応

じて、当社の取締役及び使用人並びに子会社の役職員から随時報告を求め、業

務執行状況の確認を行います。また、「監査役監査基準」に基づき、経営・業

績に影響を及ぼす重要事項について、監査役がその都度報告を受ける体制を確

保します。

② 上記報告を行った当社の取締役及び使用人並びに子会社の役職員に対し、当

該報告をしたことを理由として不利益な取り扱いを行うことを禁止し、その旨

を全役職員に周知徹底します。

③ 「監査役会規則」及び「監査役監査基準」に基づき、監査方針の策定及び監

査役の職務分担等を行い、代表取締役社長との定期的な会合、内部統制室及び

会計監査人との定期的な情報交換の機会を確保します。

④ 監査役が、その職務の執行について生じる費用の前払いもしくは償還又は負

担した債務の債権者に対する弁済等の請求をしたときは、当該監査役の職務の

執行に必要ないと認められた場合を除き、速やかに関係部門により、当該費用

又は債務を処理します。

(8) 財務報告の信頼性を確保するための体制

① 金融商品取引法等に基づく当社及び子会社の財務報告の信頼性を確保するた

め、財務報告に係る内部統制の評価の基準に従い、関連規程等の整備を図ると

ともに適切な体制を整えます。

② 財務報告に係る内部統制システムの運用にあたり、「内部統制対応基本計画

書」を策定し、その推進体制を明確にするとともに、各部門・組織での自己点

検及び内部統制室による独立的なモニタリングを継続的に実施する枠組みを構

築します。
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２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、

以下の通りであります。※（ ）内は当期の開催頻度

(1) 内部統制システム全般

① 当社では、会社法に係る「業務の適正を確保するための体制」及び金融商品

取引法に係る「財務報告の信頼性を確保するための体制」の整備・運用に対応

するため、毎期、「内部統制対応基本計画書」を策定し、その推進体制を明確

にするとともに、当期の方針として重点課題及び改善に取り組んでいます。

② 上記の体制を推進する組織として、代表取締役社長を委員長とした「内部統

制委員会」を設置し、内部統制の推進に必要な事項の協議、監査結果の報告、

改善策の検討、改善状況の報告等を行っています（※２回開催）。

(2) コンプライアンス及びリスク管理体制

① 取締役を含む全社員が遵守すべき「企業倫理憲章」及び「コンプライアンス

行動規範」は、子会社を含む主要な事業所でポスター掲示、グループ社員証へ

の掲載及び規程類の社内イントラネットへの掲載により周知を図っています。

② コンプライアンス及びリスク管理に関する研修は、全社員が集まる社内行事

で定期的に開催し（※当期はコロナ禍の影響で全社員が集まる社内行事は原則

中止したため、「サステナビリティ」、「ハラスメントダイヤル」等に関する法

令対応への周知徹底を関係部署に対し実施している）、法令対応に向けた研修

も随時、階層別・事業所別の研修を実施しています。

③ 内部通報制度であるヘルプラインは、社内外（社内：内部統制室、社外：顧

問弁護士）に対応窓口を設け、不正防止及び早期発見に努めています。通報案

件については「ヘルプライン規程」に基づく適正なプロセスで対応していま

す。また、「ハラスメントダイヤル」という外部委託の相談窓口を設置し、ハ

ラスメント案件の相談・通報に対応しています。

(3) 情報保存管理体制

株主総会議事録、取締役会議事録及び稟議書等の取締役の業務執行に係る情報

を記載・記録した文書は、「文書管理規程」に基づき、内部統制室及び総務部で

適切に保存・管理しています。

(4) グループ会社管理体制

当社では、子会社の経営に関わる基本事項に関して統括的に管理・指導を行う

部署としてグループ会社管理課を設置し、「グループ会社管理規程」に基づき、

事業内容の定期報告及び重要案件の事前協議の体制を構築しています。また、当

該部門では、連結子会社連絡会議を四半期毎に開催し（※４回開催）、子会社の

経営状況並びに事業計画及び実績の進捗管理を行っています。
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(5) 取締役の職務執行

① 取締役会は、当社の経営管理の意思決定機関として、会社法等が求める専決

事項、その他重要事項、経営方針に関する意思決定をするとともに、各取締役

の職務執行を監督しています（※12回開催）。

② 代表取締役社長は、各部門の業務執行を監督するため、月１回事業部長会を

開催し、事業環境の分析、売上高、利益計画の進捗状況のモニタリング、情報

の共有化及び法令等の遵守の徹底を図り、取締役会に付議すべき事項について

事前協議ができる体制を構築しています（※12回開催）。

③ 営業部門毎に業績及び取組みに関する中期計画（３カ年）及び単年度計画の

策定や進捗状況を協議する会議（ＳＢ会議）を四半期毎に開催し、取締役の職

務執行の効率性向上を促進しています（※４回開催）。

④ 役員の指名・報酬等に係る決定の公平性、客観性及び透明性を向上させるた

め、取締役会の諮問に応じて、社外役員が半数以上を占める任意の「指名・報

酬諮問委員会」を開催し答申することでコーポレートガバナンスの充実を図っ

ています（※３回開催）。

(6) 監査役監査の実効性確保

① 監査役会は、監査方針及び職務分担に従い、監査役監査の実施状況の報告及

び重要な決裁書類の閲覧等を行い、必要に応じて会計監査人、内部統制室及び

当社の役職員に対し説明を求め、情報の共有化を図っています（※15回開催）。

② 常勤監査役は、「会議体規程」に定める重要な会議に出席し、事業所及び子

会社往査を通じて当社の取締役及び使用人並びに子会社の役職員から随時報告

を求め、重要な決裁書類等の閲覧、業務及び財産の状況の調査等により業務執

行状況の確認を行っています。

③ 監査役会は、内部統制室を監査役会に招集し、さらに会計監査人を含めた合

同会合を定期的に開催し（※５回開催）、監査計画、監査結果等の意見交換を

行うことで、三様監査の相互連携を図っています。また、監査役会は、代表取

締役（※１回開催）及び社外取締役（※２回開催）とも定期的に意見交換を実

施し、経営方針の理解に努め、的確な監視・監督機能を発揮しています。

④ 監査役の職務を補助する使用人として、内部統制室と兼務する補助使用人を

１名選任しており、当該使用人の任命や異動等については、常勤監査役の同意

が必要であり、補助使用人の補助業務に関して取締役の指揮命令は受けない旨

を「監査役監査基準」等に明記しています。

(7) 内部監査の実施

代表取締役社長直轄の内部統制室（内部監査部門）は、毎期、「内部監査計画

書」を策定し、内部統制システムの整備・運用状況を中心にモニタリングして監

査結果及び是正案については内部統制委員会で報告しています。

― 5 ―

2023年05月31日 11時45分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



連結株主資本等変動計算書

2022年４月１日から
2023年３月31日まで

（単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,402,000 825,348 12,504,327 △245,433 14,486,242

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △183,073 △183,073

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

733,209 733,209

自 己 株 式 の 処 分 △0 1,858 1,858

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

―

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 550,135 1,858 551,993

当 期 末 残 高 1,402,000 825,348 13,054,462 △243,574 15,038,236

（単位：千円)

その他の包括利益累計額

新株
予約権

非支配
株主持分

純資産
合計

その他有
価証券評
価差額金

繰延
ヘッジ
損益

退職給付
に係る調
整累計額

その他の
包括利益
累計額
合計

当 期 首 残 高 870,391 △23,187 △8,978 838,225 5,143 2,154,685 17,484,296

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △183,073

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

733,209

自 己 株 式 の 処 分 1,858

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

185 70,249 13,986 84,420 △299 57,438 141,559

当 期 変 動 額 合 計 185 70,249 13,986 84,420 △299 57,438 693,553

当 期 末 残 高 870,576 47,061 5,007 922,646 4,843 2,212,124 18,177,850

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)
1. 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数 ４社

連結子会社の名称 神根サイボー㈱、埼玉興業㈱、フロリア㈱、
サイボークリエイト㈱

なお、サイボークリエイト㈱については、新規設立に伴い当連結会計年度か
ら連結子会社に含めることとしました。

(2) 主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の名称 日宇産業㈱
非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う
額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結計算書類に重要な影
響を及ぼしていないため、連結の範囲から除いております。

2. 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法適用の関連会社の数 １社

持分法適用の関連会社の名称 ネッツトヨタ東埼玉㈱
(2) 持分法を適用していない非連結子会社(日宇産業㈱)及び関連会社(㈱ＮＴワー

クス及び㈱ＮＴソリューション)は、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰
余金(持分に見合う額)等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体として重要
性がないため持分法の適用範囲から除いております。

3. 会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券 償却原価法(定額法)
その他有価証券
市場価格のない株式等
以外のもの

時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法
② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっており
ます。
製品・商品、原材料、仕掛品 主として移動平均法
貯蔵品 主として最終仕入原価法

③ デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ 時価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４
月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法、それ
以外の有形固定資産については定率法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、建物及び構築物10～39年、機械装置及び運搬具
２～14年であります。
「イオンモール川口前川」及び「イオンモール川口」の２つの大型商業
施設の耐用年数は賃貸開始後35年としております。
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② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によ
っております。

③ リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によってお
ります。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法に
よっております。

(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
法により、貸倒懸念債権及び破産更生債権等については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額の
うち、当連結会計年度の負担額を計上しております。

③ 役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度末にお
ける支給見込額に基づき、当連結会計年度に見合う額を計上しておりま
す。

④ 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく当連結会計年度末
要支給額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準
① 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）
及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30
号 2021年３月26日）を適用しており、約束した財又はサービスの支配が
顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれ
る金額で収益を認識しております。

② ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。
また、転リース取引については、リース料受取時に転リース差益を営業
外収益に計上する方法によっております。

(5) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
① ヘッジ会計の方法

為替予約については、振当処理の要件を満たす場合には振当処理を採用
しております。
また、金利スワップについては、特例処理の要件を満たす場合には特例
処理を採用しております。
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② 退職給付に係る会計処理の方法
当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、
退職一時金制度については、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退
職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。
また、持分法適用の関連会社であるネッツトヨタ東埼玉㈱は、原則法を
採用しており、当社持分に見合う額を退職給付に係る調整累計額に計上
しております。

③ 控除対象外消費税等の会計処理
控除対象外消費税等は当連結会計年度の期間費用としております。

(会計方針の変更)
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021

年６月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首
から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従っ
て、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用する
こととしております。なお、連結計算書類に与える影響はありません。

(表示方法の変更)

連結損益計算書

前連結会計年度において営業外費用の「その他」（前連結会計年度30,626千円）に
含めておりました「有価証券売却損」（前連結会計年度3,847千円）は重要性が増し
たため、当連結会計年度より区分掲記しております。

(会計上の見積りに関する注記)
繰延税金資産の回収可能性
1. 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産 67,234千円
繰延税金負債 84,118千円
連結貸借対照表には、同一納税主体間の繰延税金資産と繰延税金負債を相殺し
た金額を計上しております。

2. その他見積りの内容に関する理解に資する情報
(1) 算出方法

繰延税金資産の回収可能性は、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に
対して、将来課税所得の見積りや一時差異等のスケジューリングの結果、回収
可能性があると判断した将来減算一時差異等について繰延税金資産を計上して
おります。

(2) 主要な仮定
将来の課税所得の見積りは、事業環境や市場環境等を考慮した事業計画を基

礎としており、当該計画の策定に当たっては、当社グループが現在入手してい
る市場環境等に基づいて作成しております。

(3) 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
将来の課税所得の見積りは、将来の事業環境等の変化によって影響を受ける

可能性があり、実際に発生した利益及び課税所得の時期及び金額が見積りと異
なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類における繰延税金資産の金額に重
要な影響を与える可能性があります。
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(連結貸借対照表に関する注記)
1. 担保に供している資産

土 地 3,677,489千円
建 物 及 び 構 築 物 17,644,319千円

担保に係る債務の金額
１年内返済予定長期借入金 1,068,940千円
長 期 借 入 金 13,701,927千円
長 期 預 り 保 証 金 5,040,000千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 14,870,360千円

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)
1. 当連結会計年度末日における発行済株式の数 普通株式 13,600,000株
2. 配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2022年６月29日
定時株主総会

普通株式 91,522千円 ７円
2022年
３月31日

2022年
６月30日

2022年11月10日
取締役会

普通株式 91,550千円 ７円
2022年
９月30日

2022年
12月９日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会
計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2023年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 104,629千円 ８円
2023年
３月31日

2023年
６月30日

(注) 2023年６月29日開催第100回定時株主総会で付議いたします。

3. 当連結会計年度末日の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないもの
を除く。）の目的となる株式の種類及び数
普通株式 144,000株
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(金融商品に関する注記)
1. 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については銀行への預入れのほか、主に安全性の
高い金融資産で運用し、また、資金調達については銀行借入により調達してお
ります。デリバティブは、為替の変動リスク及び借入金の金利変動リスクを回
避するために利用し、投機的な取引は行いません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産は、顧客の信用リスクに晒さ

れております。当該リスクに関しましては、当社グループの「与信管理規程」
に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信
用状況を毎年把握する体制としております。有価証券及び投資有価証券は、主
に株式、債券、投資信託であり、それぞれ発行体の信用リスク、金利変動リス
ク、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、純投資目的、または取引強
化のため相互保有しているものであり、定期的に把握された時価が取締役会に
報告されております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。ま

た、製品の輸入に伴う外貨建て営業債務は、為替の変動リスクに晒されており
ますが、デリバティブ取引（為替予約取引）を利用してヘッジしております。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入

金は主に設備投資に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変
動リスクに晒されておりますが、このうち長期のものは、支払金利の変動リス
クを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引

（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。ヘッジの有効性の
評価方法については、定期的に有効性の評価が取締役会に報告されております。
長期預り保証金は、主に不動産活用事業における賃貸不動産に係る預り保証

金であります。
デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従

って行っており、また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減
するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。
また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グル

ープでは、各社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しており
ます。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めて
おりません（(注)1をご参照ください。）。また、「現金及び預金」、「受取手形、売
掛金及び契約資産」、「支払手形及び買掛金」、「短期借入金」、「１年内返済予定長
期借入金」については短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することか
ら、注記を省略しております。

（単位：千円）
連結貸借対
照表計上額

時価 差額

(1) 有価証券及び投資有価証券
その他有価証券 2,599,773 2,599,773 ―

資産計 2,599,773 2,599,773 ―

(1) 長期借入金 13,701,927 13,764,566 62,639
(2) 長期預り保証金 5,584,844 4,575,589 △1,009,255

負債計 19,286,772 18,340,155 △946,616

デリバティブ取引(*1)
ヘッジ会計が適用されているもの 67,714 67,714 ―

デリバティブ取引計 67,714 67,714 ―
(*1) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合

計で正味の債務となる項目については、( )で表示しております。

(注) 1. 市場価格のない株式等
（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 2,532,661
これらについては、「その他有価証券」には含めておりません。
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3. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に

応じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場

価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なイ

ンプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ

れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位
が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券
その他有価証券
株式 1,376,395 ― ― 1,376,395
社債 ― 82,801 ― 82,801
その他 ― 1,140,576 ― 1,140,576

デリバティブ取引
金利関連 ― 83,950 ― 83,950

資産計 1,376,395 1,307,328 ― 2,683,724

デリバティブ取引
通貨関連 ― 16,235 ― 16,235

負債計 ― 16,235 ― 16,235

(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融負債
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 ― 13,764,566 ― 13,764,566
長期預り保証金 ― 4,575,589 ― 4,575,589

負債計 ― 18,340,155 ― 18,340,155
(注) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

有価証券及び投資有価証券
上場株式、社債及びその他は相場価格を用いて評価しております。上場株式

は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類してお
ります。一方、当社が所有している社債及びその他は、市場での取引頻度が低
く、活発な市場における取引価格とは認められないため、その時価をレベル２
の時価に分類しております。
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デリバティブ取引
金利スワップ及び為替予約の時価は、取引先金融機関から提示された価格に

基づき算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
変動金利については、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、固定金利につ

いては、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率を
用いた割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しておりま
す。

長期預り保証金
国債の利回りに信用リスクを上乗せした利率を用いた割引現在価値法により

算定しており、レベル２の時価に分類しております。

(賃貸等不動産に関する注記)
賃貸等不動産の状況及び時価に関する事項
1. 賃貸等不動産の概要

当社及び一部の連結子会社では、埼玉県を中心に賃貸商業施設、賃貸住宅等を
所有しております。

2. 賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並
びに決算日における時価及び当該時価の算定方法

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 連結決算日に
おける時価当期首残高 当期増減額 当期末残高

27,530,558 △940,204 26,590,354 40,631,168
(注) 1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額で

あります。
2. 当期増減額のうち、主な増加額は既存の賃貸施設の更新工事66,309

千円であります。
3. 当期増減額のうち、主な減少額は減価償却によるものであります。
4. 当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士に

よる不動産鑑定評価書に基づく金額、その他の物件については主として
「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて
調整を行ったものを含む。）であります。

3. 賃貸等不動産に関する損益
（単位：千円）

連結損益計算書における金額

営業収益 営業費用 営業利益 その他損益

3,199,421 2,452,311 747,110 7,355
(注) 1. 営業収益及び営業費用は、賃貸収益とこれに対応する費用（減価償却費、

修繕費、保険料、租税公課等）であり、それぞれ「売上高」及び「売上原
価・販売費及び一般管理費」に計上されております。

2. その他損益は、主に営業外収益に計上された「その他」11,528千円、営業
外費用に計上された「その他」4,172千円であります。
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(収益認識に関する注記)
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)
報告セグメント

その他
(注)

合計
繊維事業

不動産活用
事業

ゴルフ練習
場事業

計

マテリアル 1,730,329 ― ― 1,730,329 ― 1,730,329
アパレル 1,261,961 ― ― 1,261,961 ― 1,261,961
アウトドア 2,100,197 ― ― 2,100,197 ― 2,100,197
レース 95,946 ― ― 95,946 ― 95,946
プリント加工
品

143,230 ― ― 143,230 ― 143,230

不動産賃貸 ― 3,208,084 ― 3,208,084 ― 3,208,084
ビルメンテナ
ンス等

― 214,268 ― 214,268 ― 214,268

ゴルフ練習サ
ービス

― ― 971,427 971,427 ― 971,427

その他 ― ― ― ― 448,124 448,124
顧客との契約か
ら生じる収益

5,331,664 3,422,352 971,427 9,725,444 448,124 10,173,569

その他の収益 ― 8,683 ― 8,683 ― 8,683
外部顧客への
売上高

5,331,664 3,431,036 971,427 9,734,128 448,124 10,182,253

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、イン
テリア施工事業を含んでおります。

2. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

繊維事業は、顧客との契約に基づき繊維製品の製造、販売を行っており、当該
履行義務の充足は、収益認識に関する会計基準の適用指針第98項を満たす場合は
出荷した時点としております。ただし、顧客の都合によること、通常と同じ代金
回収であること等の一定の要件を満たした場合には、未出荷であっても顧客との
合意に基づき収益を認識しております。
不動産活用事業は、主に顧客との契約より一定期間に渡り土地・建物の賃貸を

行っており、当該履行義務の充足は、賃貸した期間としており、その月末時点で
収益を計上しております。
ゴルフ練習場事業は、主に顧客に対してゴルフ練習施設の利用を提供しており、

当該履行義務の充足は、顧客がサービスの提供を受けた時点としております。
なお、当社グループの取引条件は、履行義務を充足してから概ね１年以内に対

価を受領しており、契約に重要な金融要素は含まれておりません。
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(退職給付に関する注記)
1. 採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務に基づき計上しております。また、確定給付型の制度として
退職一時金制度を設けており、中小企業退職金共済制度等に加入しております。

2. 中小企業退職金共済制度等
(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整

表
退職給付に係る負債の期首残高 166,715千円
退職給付費用 31,711千円
退職給付の支払額 △1,332千円
制度への拠出額 △14,950千円

退職給付に係る負債の期末残高 182,145千円

(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給
付に係る負債及び退職給付に係る資産の調整表
積立型制度の退職給付債務 391,094千円
年金資産 △208,949千円
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 182,145千円

退職給付に係る負債 182,145千円
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 182,145千円

(3) 退職給付費用
簡便法で計算した退職給付費用 31,711千円

(１株当たり情報に関する注記)
1. １株当たり純資産額 1,207円70銭
2. １株当たり当期純利益 55円49銭
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
2022年４月１日から
2023年３月31日まで

（単位：千円)

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資 本

準 備 金
利 益
準 備 金

その他利
益剰余金

当 期 首 残 高 1,402,000 825,348 266,398 8,619,613 △112,386 11,000,973

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △187,041 △187,041

当 期 純 利 益 677,405 677,405

自己株式の処分 △0 1,858 1,858

株主資本以外の
項 目 の 当 期
変動額（純額)

―

当期変動額合計 ― ― ― 490,364 1,858 492,222

当 期 末 残 高 1,402,000 825,348 266,398 9,109,977 △110,527 11,493,196

（単位：千円)

評価・換算差額等

新株予約権
純 資 産
合 計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ
損 益

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 717,832 △23,187 694,645 5,143 11,700,762

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △187,041

当 期 純 利 益 677,405

自己株式の処分 1,858

株主資本以外の
項 目 の 当 期
変動額（純額)

6,356 70,249 76,605 △299 76,306

当期変動額合計 6,356 70,249 76,605 △299 568,528

当 期 末 残 高 724,189 47,061 771,251 4,843 12,269,290
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(注) その他利益剰余金の内訳

（単位：千円)

固定資産圧縮
積 立 金

特 別 償 却
準 備 金

別 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

合 計

当 期 首 残 高 84,580 12,478 7,569,000 953,554 8,619,613

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △187,041 △187,041

当 期 純 利 益 677,405 677,405

固定資産圧縮
積立金の取崩

△3,343 3,343 ―

特別償却準備金の取崩 △1,472 1,472 ―

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △3,343 △1,472 ― 495,180 490,364

当 期 末 残 高 81,236 11,005 7,569,000 1,448,735 9,109,977

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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(重要な会計方針に係る事項に関する注記)
1. 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等
以外のもの

時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法
(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっておりま
す。
繊維部門 移動平均法

(3) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ 時価法

2. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１
日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法、それ以外の有
形固定資産については定率法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、建物15～39年、構築物10～20年であります。
「イオンモール川口前川」及び「イオンモール川口」の２つの大型商業施設
の耐用年数は賃貸開始後35年としております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって
おります。

(3) リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっておりま
す。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっ
ております。

3. 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法に
より、貸倒懸念債権及び破産更生債権等については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち、
当事業年度の負担額を計上しております。
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(3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務見込額
及び年金資産残高に基づき計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく当事業年度末要支給額
を計上しております。

4. 収益及び費用の計上基準
(1) 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）及び

「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号
2021年３月26日）を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に
移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で
収益を認識しております。

(2) ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。また、
転リース取引については、リース料受取時に転リース差益を営業外収益に計
上する方法によっております。

5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1) ヘッジ会計の方法

為替予約については、振当処理の要件を満たす場合には振当処理を採用して
おります。
また、金利スワップについては、特例処理の要件を満たす場合には特例処理
を採用しております。

(2) 控除対象外消費税等の会計処理方法
控除対象外消費税等は発生事業年度の期間費用としております。

(会計方針の変更)

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021

年６月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から

適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、

時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用すること

としております。なお、計算書類に与える影響はありません。

(表示方法の変更)
損益計算書
前事業年度において営業外収益の「その他」（前事業年度12,556千円）に含めてお

りました「有価証券売却益」（前事業年度25千円）及び営業外費用の「その他」（前
事業年度25,223千円）に含めておりました「有価証券売却損」（前事業年度3,847千
円）は重要性が増したため、当事業年度より区分掲記しております。
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(会計上の見積りに関する注記)
繰延税金資産の回収可能性
1. 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金負債 84,118千円
貸借対照表には、繰延税金資産と繰延税金負債を相殺した金額を計上しており
ます。

2. その他見積りの内容に関する理解に資する情報
(1) 算出方法

繰延税金資産の回収可能性は、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に
対して、将来課税所得の見積りや一時差異等のスケジューリングの結果、回収
可能性があると判断した将来減算一時差異等について繰延税金資産を計上して
おります。

(2) 主要な仮定
将来の課税所得の見積りは、事業環境や市場環境等を考慮した事業計画を基

礎としており、当該計画の策定に当たっては、当社が現在入手している市場環
境等に基づいて作成しております。

(3) 翌事業年度の計算書類に与える影響
将来の課税所得の見積りは、将来の事業環境等の変化によって影響を受ける

可能性があり、実際に発生した利益及び課税所得の時期及び金額が見積りと異
なった場合、翌事業年度の計算書類における繰延税金資産の金額に重要な影響
を与える可能性があります。

(貸借対照表に関する注記)
1. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短 期 金 銭 債 権 134,567千円
長 期 金 銭 債 権 254,745千円
短 期 金 銭 債 務 40,768千円
長 期 金 銭 債 務 1,024,500千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 12,351,667千円
3. 担保に供している資産

土 地 3,272,278千円
建 物 17,434,224千円

担保に係る債務の金額
１年内返済予定長期借入金 1,011,724千円
長 期 借 入 金 13,579,257千円
長 期 預 り 保 証 金 5,040,000千円

(損益計算書に関する注記)
関係会社との取引高
営 業 収 益（売上高等） 423,765千円
営 業 費 用（仕入高等） 224,073千円
営業取引以外の取引 21,078千円
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(株主資本等変動計算書に関する注記)
当事業年度末日における自己株式の数 普通株式 237,921株

(税効果会計に関する注記)
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

貸倒引当金 85,035千円
退職給付引当金 46,198千円
役員退職慰労引当金 59,134千円
投資有価証券評価損 68,461千円
減価償却超過額 78,859千円
減損損失 57,636千円
資産除去債務 202,512千円
税務上の繰越欠損金 20,925千円
その他 77,746千円
繰延税金資産 小計 696,510千円
評価性引当額 △295,627千円
繰延税金資産 合計 400,882千円

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △35,650千円
その他有価証券評価差額金 △267,466千円
資産除去債務に対応する除去費用 △159,586千円
その他 △22,297千円
繰延税金負債 合計 △485,001千円
繰延税金負債の純額 △84,118千円
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(関連当事者との取引に関する注記)
１.会社等

（単位：千円）

種 類
会社等
の名称

議決権等の
所有(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社 埼玉興業㈱
所有
直接51.6％

土地建物の
賃貸及び資
金の借入
役員の兼任

資金の借入
（注）

借入利息
10,000

長期借入金 1,000,000

取引条件及び取引条件の決定方針
（注）資金の借入については、市場金利を勘案して利率を決定しております。

２.個人
（単位：千円）

種 類
会社等の
名称又は
氏名

議決権等の
所有(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社

埼栄
不動産㈱
(注)1

所有
直接 1.4％
間接 0.7％
(被所有)
直接16.7％

土地貸室の
賃貸
役員の兼任

土地貸室の
賃貸等
（注)2

25,737
その他の
流動負債

1,779

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等
が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1.当社役員飯塚元一氏及びその近親者等が議決権の過半数を実質的に保有して

おります。
2.賃貸料については、近隣の相場を勘案して一般的な取引条件で行っておりま
す。

(収益認識に関する注記)
・収益を理解するための基礎となる情報

連結注記表と同一であります。

(退職給付に関する注記)
1. 退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
に基づき計上しております。また、確定給付型の制度として退職一時金制度を設
けており、中小企業等退職金共済制度等に加入しております。

2. 退職給付債務等に関する事項
退職給付債務 344,509千円
年金資産残高 △193,037千円
退職給付引当金 151,471千円
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(１株当たり情報に関する注記)
1. １株当たり純資産額 917円85銭
2. １株当たり当期純利益 50円70銭
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